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研究成果の概要（和文）：　本研究は、第Ⅰ部「AP/EMに関する先行研究の調査」、第Ⅱ部「AP/EM論の構築」、第Ⅲ部
「AP/EMに関する実証研究」の3部構成である。まず、第Ⅰ部では、わが国における先行研究と米国を中心とする海外に
おける先行研究についてAP/EMに関する文献を渉猟し、第Ⅱ部および第Ⅲ部への研究の礎を築いた。第Ⅱ部では、AP/EM
の理論を構築することを目指した。第Ⅲ部における実証研究では、前述したAP/EMの体系に従って、マクロレベルのAP
とミクロレベルのAP/EMについて仮説検証型の実証研究を行った。理論と実証を融合させる形で、わが国におけるAP/EM
の実態およびその進むべき方向性を明らかにした。

研究成果の概要（英文）： This project aimed to (1) review extant research on accounting policies and 
earnings management (hereafter AP/EM), (2) develop theories on AP/EM, and (3) conduct empirical 
researches on AP/EM. We tried to answer the motivation of AP/EM through managers' perspective, even 
though most of prior research involved financial accounting perspective.
 First, we reviewed extant research regarding AP/EM mainly of Japan and the US, and tried to distinguish 
what have been done and what remain unsolved. Second, we theoretically investigated the effects of 
earnings management on enterprise value and investment efficiency, based on contract theory. Finally, we 
conducted several empirical research on AP/EM and made clear the characteristics of firms which engage 
earnings management.
 As a result, we showed the practices of AP/EM and the possibility of future research, by merging 
theoretical research and empirical analysis.

研究分野： 会計情報論

キーワード： 報告利益管理　管理会計　会計情報　利益平準化　実証分析
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１．研究開始当初の背景 
 会計が企業の経営成績と財政状態を表す
ために創造され、実践されて以来、会計は経
営に影響を与え、逆に経営から会計の変わる
べき姿を汲み取ってきた。換言すれば、経営
と会計は相互に作用しあいながら発展して
きたといえる。会計の役割をより適切に果た
すために、その規範となる会計基準はグロー
バルな経営の発展に伴って、さらにより高度
なものへと進化している。その流れを鳥瞰す
れば、国々の会計基準が統一化へ向かって歩
みを進めているようにも見える。 
しかし、会計情報の利用者の利害が相克し、

経営は多様であり続け、企業の経済実態を最
も適切に表す方法が画一的に定まらないた
めに、会計情報の作成に際して、経営者の知
識と判断を活かしてその実態を表すという
裁量の余地が残されている。この経営者の裁
量は、最も事情に精通している専門家の理解
と知識を使って企業の経済実態を適切に表
すために委ねられているものと考えられる
が、実態を表す会計情報が自らの評価や報酬
に影響を与えるとなると、その裁量を本来の
目的に反して利用しようとする誘引が働く
場合もあろう。その結果、社会における会計
の役割が明確にされながらも、経営者に委ね
られる裁量を利用して企業の経済実態を適
切に表わしていない情報を伝達する行動や
そうした行動に対する監査人の意見が問題
視される事態が生起することもある。こうし
た問題は会計が抱える本質的なものである
ため、会計に係わる様々な局面において議論
が沸き起こり、経済の発展とともに新たな局
面における類似の問題提起が繰り返される
宿命にあるように思われる。 
従来、会計政策および報告利益管理に関す

る研究の多くは財務会計的視点からおこな
われてきた。しかし、上述のように、報告利
益管理をおこなうのは経営者の裁量による
ものであるから、経営者の視点、すなわち管
理会計的視点から研究することも必要だと
考える。とりわけ、報告利益管理をおこなう
経営者の目的について検討することは、そも
そも報告利益管理は良いものなのか避ける
べきものなのかという議論にも資すると考
える。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、会計に係わる裁量の決定
問題を管理会計の立場から「会計政策
（accounting policy: AP）」および「報告利益
管理（earnings management: EM）」の問題
として論究し、それに関する諸々の論点を整
理して体系化を試み、日本企業の経営者が実
践してきた「会計政策および報告利益管理
（以下 AP/EM と略記）」を実証的に検証する
ことによって、かかる政策決定のもたらす含
意を明らかにすることにある。本研究では、
管理会計の役割期待を、経営者と管理者の経
済的意思決定ならびに業績管理に役立つ会

計情報を提供するにとどまらず、組織目標と
整合的に会計に係わる政策を決定するため
の基盤を形成することにもあると捉えた上
で、AP/EM を論究することを意図している。
財務会計的視点に基づいて行われることの
多かった AP/EM に関する従来の研究と異な
り、管理会計的視点からのアプローチを採る
ことで新たな知見を得ることが期待される。 
 本研究の基底には、経営と会計は一体でな
ければならないという考え方がある。会計情
報 は い わ ば 経 済 的 な 実 態 で あ る 主 体
（principal）が写像された客体（surrogate）
であるが、会計測定が主体の完全なる写像を
もたらさないために、客体にのみ目を奪われ
て経済的な実態の掌握を誤らずに政策決定
することが肝要である。会計基準が経営者の
裁量に委ねる余地を残しているのは、当該領
域について画一的な写像方法を押し付ける
よりも、経済的な実態に最も精通している経
営者の判断に任せることの方が、歪みの少な
い写像が得られると考えるからであろう。 
 会計に係わる政策をこの管理会計との関
係から論究するための土台として、経営者の
最も基本的な責務は経営目標を達成するこ
とである、ということを確認する必要がある。
しかし、この経営目標が何かをめぐっては、
幾多の議論が展開されており、多元的である
ことに異論はないとしても、統一的な見解は
得られていない。そもそも経営目標は経営者
が策定するものであり、企業の歴史や文化そ
して環境、さらには経営者の価値判断や資質
といった内的要因によっても影響を受ける
ため、結論を求めることは至難なことである。
しかし、経営者の責任を論究するためには、
経営目標としてその基本概念を定めねばな
らない。そこで本研究では、株式会社という
事業体が存続し続けることを前提にした場
合の経営目標の基本となる概念が「企業価
値」であると解することにする。すなわち、
本研究では、経営目標の核が企業価値を創造
することであることと理解し、経営者の責任
と経営者による AP/EM について探究するこ
とになる。 
 
３．研究の方法 
（１）AP/EM をマクロレベルとミクロレベル
に大別し、ミクロレベルの AP/EM を以下の４
分類とする体系の下で、それぞれの政策決定
に係わる論点を整理し、企業の経営者が実践
する AP/EM について理論的に考察し、かかる
政策決定のもたらす含意を明らかにする。 

ａ）マクロレベルの公的な AP 
 ― 会計基準の設定機関による政策 

ｂ）ミクロレベルの私的な AP/EM 政策 
第１分類―会計基準の選択に関する政策 
第２分類―会計基準を適用するタイミン 

グに関する政策 
第３分類―代替的会計方法の中から選択 

する政策 
第４分類―選択した会計方法の適用に伴



う判断と見積りに関する政策 
 
ミクロレベルの政策決定がマクロレベル

の決定に拘束されることは当然のことであ
るが、その逆も真である。実務においてどの
ような経済的取引が行われているかを特定
するには、実務に携わる経営者からの情報提
供に頼らざるを得ないし、会計基準の変更や
改定あるいは新設によって企業が受ける影
響を予測して、経営者から基準の設定主体に
働きかけがなされることも一般的となって
いる。本研究では、このようなマクロとミク
ロの相互作用の実態解明も行う。 
 

（２）先行研究の調査および理論モデルの構
築に続いて本研究の目指すところは、日本企
業においてAP/EMがいかなる狙いをもってど
のように実行されているかを解明すること
である。 
 
（３）そうした課題に取り組むための前提と
して、管理会計の立場からする AP/EM のみで
企業価値を創造することはできないのでは
ないかという問題を検討することも必要で
あり、本研究は AP/EM が経営行動に影響する
メカニズムを明らかにする。 
 
（４）本研究の目的にとって、これまで個別
的に進められてきたAP/EMならびに管理会計
の中核である伝統的な利益管理（profit 
management）について、それらの間の諸関係
を明確にすることが不可欠であり、本研究で
解明すべき課題であると認識している。 
 
４．研究成果 
 本研究は、第Ⅰ部「AP/EM に関する先行研
究の調査」、第Ⅱ部「AP/EM 論の構築」、第Ⅲ
部「AP/EM に関する実証研究」の 3 部構成で
ある。まず、第Ⅰ部では、わが国における先
行研究と米国を中心とする海外における先
行研究についてAP/EMに関する文献を渉猟し、
第Ⅱ部への研究の礎を築いた。とりわけ、経
営者のインセンティブが何であるのか、その
インセンティブがどのようなAP/EMとして発
現するのかを確認した。第Ⅱ部では、AP/EM
の理論を構築することを目指した。第Ⅲ部に
おける実証研究では、前述した AP/EM の体系
に従って、マクロレベルの AP とミクロレベ
ルのAP/EMについて仮説検証型の実証研究を
行った。さらに、実証分析の結果をフィード
バックすることで構築した理論を精緻化し、
理論と実証を融合させる形で、わが国におけ
るAP/EMの実態およびその進むべき方向性を
明らかにした。それぞれを具体的にのべれば
以下のとおりである。 
 
 第 I 部「AP/EM に関する先行研究の調査」
については、以下の 5 点の研究成果を得た。 
まず第 1に、企業経営者の動機について先

行研究を調査し、企業の目的論、経営者行動

の説明理論に基づき、多様な企業の実体、企
業の目的や経営者の行動の存在が多様な報
告利益管理行動につながることを明らかに
した。また、モデル分析、実際の市場観察、
およびコーポレート・ガバナンス研究という
3つの視点から先行研究の成果を調査した。 
 第 2 に、経営者による会計政策を、(i)採
用する会計基準の選択、(ii)新会計基準の適
用時期の選択、(iii)一般に公正妥当と認め
られた会計方針から採用するものの選択、
(iv)金額に不確実性がある場合における合
理的金額の算定、(v)一般に公正妥当と認め
られた表示方法からの選択、という 5つに分
類する体系を提示し、それらに関する先行研
究について検討を加えた。 
 第 3 に、利益平準化で利用される項目と、
利益平準化の目標となる利益について考察
し、動機・誘因、および株式市場の評価に関
する先行研究を整理するとともに今後の課
題についても明らかにした。 
 第 4に、報告利益管理の実施方法に焦点を
当て、発生主義会計に基づく会計的な項目を
用いた裁量行動である「会計的裁量行動」と、
実際の企業の実体を用いた裁量行動である
「実体的裁量行動」に分けて先行研究を整理
した。 
 第 5に、報告利益管理の検出方法について
先行研究の検討を行い、会計方針の選択や変
更等の特定の処理に着目する方法から、回帰
式等を用いて総額を推定する方向へと研究
が進んでいること、さらに報告利益管理の検
出方法に関する問題点を緩和する方法をた
えず追求することにより研究が発展してい
ることを明らかにした。 
 
 第Ⅱ部「AP/EM 論の構築」については、利
益平準化や利益訂正に関する先行研究に基
づき、それらと報告利益管理の異同点を明ら
かにした。さらに、契約理論のアプローチを
用い、報告利益管理が投資効率および企業価
値に与える影響について理論的に検証した。 
 
 第Ⅲ部「AP/EM に関する実証研究」につい
ては、報告利益管理に関する実証分析を行っ
た。実証分析の結果、退職給付会計基準の導
入前年に退職給付引当金を積み増すという
会計的裁量行動をおこなう企業が多いこと、
連続増益達成企業の経営者が積極的に減損
損失を計上すること、エイジェンシー・コス
トの高い企業の経営者がセグメント間取引
や全社配分費用を裁量的に用いていること、
などの実証分析結果を得た。さらに、経営者
予想利益にはラチェット効果が生じている
ことも観察した。また、報告利益管理と企業
のガバナンス形態、報告利益管理と CSR 活動
の間の関係性についても実証的に明らかに
した。 
 なお、以上の研究成果については、国内外
における学会報告等を行ったほか、書籍とし
ても刊行するなどの成果発信をしている。 
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